
≪ ７．就業規則その他 ≫

（１）常時10人以上の労働者を使用している事業場では、就業規則を作成し、事業場に労働

者の過半数で組織する労働組合がある場合はその労働組合、過半数で組織する労働組

合がない場合は労働者の過半数を代表する者の意見書を添えて、所轄の労働基準監督

署長に届け出なければなりません。

また、就業規則を変更した場合も同様です。

（２）就業規則は、労働基準法などの関係法令、または労働協約に反してはなりません。

(届出書、意見書の例は78ページ)

必ず記載しなければならない事項

① 労働時間に関する事項(始業・終業時刻、休憩、

休日、休暇等)

② 賃金の決定・計算・支払の方法、賃金の締切
・支払の時期、昇給に関する事項

③ 退職に関する事項(解雇の事由を含む)

定めをする場合は記載しなければならない事項

① 退職手当に関する事項
② 臨時の賃金(賞与)・最低賃金額に関する事項
③ 食費・作業用品などの負担に関する事項
④ 安全衛生に関する事項
⑤ 職業訓練に関する事項
⑥ 災害補償、業務外の傷病扶助に関する事項
⑦ 表彰、制裁に関する事項
⑧ その他全労働者に適用される事項

（１）就業規則で労働者に対して減給の制裁を定める場合においては、その減給は、1回

の額が平均賃金の1日分の半額を超え、総額が一賃金支払期における賃金総額の10

分の1を超えてはなりません。

◆減給は、
１回の額・・・・平均賃金の１日分の半額
総 額・・・・一賃金支払期の賃金総額の10分の1

を超えてはなりません。
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３９ 制裁規定の制限（第９１条）

３８ 就業規則の作成・届出・変更の義務（第89条、第90条、第92条）
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（１）労働者名簿は、各事業場ごとに、各労働者（日々雇入れられる者を除く）について調

製しなければなりません。また、記載事項に変更があった場合は、遅滞なく訂正しな

ければなりません。

労働者名簿の記載事項

① 労働者の氏名
② 生年月日
③ 履歴
④ 性別
⑤ 住所
⑥ 従事する業務の種類（常時30人未満の労働
者を使用する事業場では記載を要しない）

⑦ 雇い入れの年月日
⑧ 退職年月日及びその事由（解雇の場合はその
理由）

⑨ 死亡の年月日及びその原因

賃金台帳の記載事項

① 賃金計算の基礎となる事項
② 賃金の額
③ 氏名
④ 性別
⑤ 賃金計算期間
⑥ 労働日数
⑦ 労働時間数
⑧ 時間外労働、休日労働及び深夜労働の労働時間数
⑨ 基本給、手当その他の賃金の種類ごとにその金額
⑩ 労使協定により賃金の一部を控除した場合はその
金額

■記録の保存の起算日

労 働 者 名 簿 労働者の死亡、退職または解雇の日

賃 金 台 帳 最後の記入をした日

雇 入 れ 、 退 職 に 関 す る 書 類 労働者の退職または死亡の日

災 害 補 償 に 関 す る 書 類 災害補償を終わった日

その他労働関係の重要な書類 その完結の日

（２）賃金台帳についても、各事業場ごとに調製し、賃金の支払いの都度、遅滞なく、各労

働者ごとに記入しなければなりません。

（３）なお、労働者名簿、賃金台帳その他労働関係に関する重要な書類は、５年間（当分の

間は３年間）の保存義務があります。いずれの書類も、必要事項が記載されていれば

どんな様式でも構いません。

※賃金の支払期日が記録の完結の日などより遅い場合には、支払期日が起算日となります。

39

４１ 労働者名簿及び賃金台帳の調製と記録の保存
（第１０７条～１０９条）
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定期健康診断（労働安全衛生規則第４４条）  

 雇入時の健康診断（労働安全衛生規則第４３条） 

８ 健康診断（労働安全衛生法第６６条） 
特定業務従事者に対する健康診断（労働安全衛生規則第４５条） 
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イ 多量の高熱物体を取り扱う業務及び著し

く暑熱な場所における業務 

ロ 多量の低温物体を取り扱う業務及び著し

く寒冷な場所における業務 

ハ ラジウム放射線、エックス線その他の有

害放射線にさらされる業務 

ニ 土石、獣毛等のじんあい又は粉末を著し

く飛散する場所における業務 

ホ 異常気圧下における業務 

ヘ さく岩機、鋲打ち機等の使用によって、身

体に著しい振動を与える業務 

ト 重量物の取扱い等重激な業務 

チ ボイラー製造等強烈な騒音を発する場所にお

ける業務 

リ 坑内における業務 

ヌ 深夜業を含む業務 

ル 水銀、ヒ素、黄りん、フッ化水素酸、塩酸、硝

酸、硫酸、青酸、か性アルカリ、石炭酸その他

これらに準ずる有害物を取り扱う業務 

ヲ 鉛、水銀、クロム、ヒ素、黄りん、フッ化水素、

塩素、塩酸、硝酸、亜硫酸、硫酸、一酸化炭素、

二硫化炭素、青酸、ベンゼン、アニリンその他

これらに準ずる有害物のガス、蒸気又は粉じん

を発散する場所における業務 

ワ 病原体によって汚染のおそれが著しい業務 

カ その他厚生労働大臣が定める業務（未制定） 

特定業務とは 

（注）労働者数 50名以上の事業場については、遅滞なく定期健康診断結果報告書を提出する

ことが法令で義務づけられています。なお、特殊健康診断、歯科健康診断については、

労働者数に関係なく、実施した際に健康診断結果報告書を提出する必要があります。 

≪雇入時の健康診断は、結果報告の必要はありません≫ 

定期健康診断等の結果の情報提供など 

事業者において定期健康診断等を適切に実施するとともに「事業者」から「保険者」

に定期健康診断等の結果を迅速かつ確実に情報提供することが必要です。 

（令和２年 12月 23日 基発 1223第５号） 

事業者は、１年以内ごとに１回、定期に、健康診断を実施しなければなりません。 

 また、新しく労働者を雇い入れるときは、雇入れの直前又は直後に健康診断を実施しなければなりません。 

なお、雇入れ時の健康診断は、適正配置や入職後の健康管理のためのもので、採用選考のためのものでは

ありません。 

深夜業などの特定業務に常時従事する労働者に対しては、当該業務への配置替えの際及び６か月以内ごと

に１回、定期に、健康診断を実施しなければなりません。 

 ただし、胸部エックス線検査については、1年以内ごとに１回、定期に行えば足ります。 

 

※「深夜業を含む業務」とは、常態として深夜業（２２時から翌朝５時）を１週１回以上又は１か月に４回以上行う業務をいいます。 

歯科健康診断（労働安全衛生規則第４８条） 

次の物質のガス、蒸気又は粉じんを発散する場所における業務に常時従事する労働者に対しては雇入れの際、 

当該業務への配置替えの際及びその後６か月以内ごとに１回、定期に、歯科医師による健康診断を実施しな 

ければなりません。（ ①塩酸②硝酸③硫酸④亜硫酸⑤弗化水素⑥黄りん⑦その他歯又はその支持組織に有害な物 ） 

 

有機溶剤、特定化学物質、鉛、電離放射線、粉じん作業などに従事する労働者については、別途

省令等で特殊健康診断の実施が義務づけられています。 
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Ⅴ パートタイム労働者・有期雇用労働者の

雇用管理について
パートタイム・有期雇用労働法（短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律）は、

パートタイム労働者及び有期雇用労働者がその有する能力を一層有効に発揮することができる雇用環境を整

備するため、適正な労働条件の確保、雇用管理の改善、通常の労働者との均等・均衡待遇の確保、通常の労

働者への転換の推進などを図っています。

パートタイム・有期雇用労働法の対象となる労働者は、パートタイム労働者及び有期雇用労働者です。

◆【パートタイム労働者（短時間労働者）の定義】

「１週間の所定労働時間が同一の事業主に雇用される通常の労働者の１週間の所定労働時間に比べて

短い労働者」です。

◆【有期雇用労働者の定義】

事業主と期間の定めのある労働契約を締結している労働者をいいます。

◆【通常の労働者の定義】

いわゆる正規型の労働者と無期雇用フルタイム労働者（事業主と期間の定めのない労働契約を締結して

いるフルタイム労働者）をいいます。なお、パートタイム労働者に該当するかどうかは、同種の業務に従

事する通常の労働者と比較して判断します。

≪ １．法の対象となる労働者とは ≫
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≪ ２．パートタイム・有期雇用労働法の概要 ≫

１ 労働条件に関する文書の交付等（第6条）

事業主は、パートタイム・有期雇用労働者を雇い入れたときは、速やかに「昇給の有無」、「退職

手当の有無」、「賞与の有無」、「相談窓口」を文書の交付等により明示しなければなりません。

※労働基準法（第15条）では、パートタイム労働者・有期雇用労働者も含めて、労働者を雇い入れる際

に、労働条件を明示することが事業主に義務づけられていますが、パートタイム・有期雇用労働法では
それらに加えて上記４項目について文書などによる明示が義務づけられています。

（１）事業主は、パートタイム・有期雇用労働者を雇い入れたときは、速やかに実施する雇用管理の改

善措置の内容を説明しなければなりません。

（２）事業主は、その雇用するパートタイム・有期雇用労働者から求めがあったときは、その待遇を決

定するに当たって考慮した事項を説明しなければなりません。

（３）事業主は、パートタイム・有期雇用労働者が（２）の求めをしたことを理由として、解雇その他

不利益取扱いをしてはなりません。

事業主は、パートタイム・有期雇用労働者からの苦情を含めた相談に応じる窓口等の体制を整備

しなければなりません。

２ 事業主が講ずる措置の内容等の説明（第１４条）

３ 相談のための体制の整備（第１6条）
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４ 均等・均衡待遇の確保の推進（第８条ほか）

（１）不合理な待遇の禁止（第８条）
事業主は、雇用するパートタイム・有期雇用労働者の基本給、賞与その他の待遇それぞれについ
て、その待遇に対応する通常の労働者の待遇との間において、パートタイム・有期雇用労働者と
通常の労働者の「職務の内容」、「職務の内容・配置の変更の範囲（人材活用の仕組みや運用な
ど）」、「その他の事情」のうち、その待遇の性質及び目的に照らして適切と認められるものを
考慮して、不合理と認められる相違を設けてはなりません。
いかなる待遇差が不合理なものであり、いかなる待遇差は不合理なものでないのか、原則となる
考え方と具体例を示す指針「同一労働同一賃金ガイドライン」が策定されています。

（３）賃金(基本給、賞与、役付手当等)の決定について（第１０条）

事業主は、通常の労働者との均衡を考慮しつつ、その雇用するパートタイム・有期雇用労働者の職
務の内容、職務の成果、意欲、能力又は経験等を勘案し、その賃金（基本給、賞与、役付手当等）
を決定するよう努めなければなりません。
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（詳しくはこちら）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000190591.html

◆パートタイム・有期雇用労働法第8条は私法上の効力のある規定であり、同条に違反する待
遇の相違は無効となり、損害賠償が認められ得るものと考えられます。同条に違反する場合
であっても、同条の効力により、パートタイム・有期雇用労働者の待遇が通常の労働者と同
一になるものではないと考えられます（個別の事案によります）。

（２）差別的取扱いの禁止（第９条）
事業主は、職務の内容、職務の内容・配置の変更の範囲（人材活用の仕組みや運用など）が通常
の労働者と同じパートタイム・有期雇用労働者については、すべての待遇について、パートタイ
ム・有期雇用労働者であることを理由とした差別的取扱いをしてはなりません。

◆「待遇」とは、基本給、賞与、役職手当、食事手当、福利厚生施設（給食施設、休憩室、
更衣室）、教育訓練、休暇などの、すべての待遇をいいます。

◆「その他の事情」には、職務の成果、能力、経験、事業主と労働組合との交渉の経緯など
が考えられます。

５ 通常の労働者への転換（第１３条）

事業主は、通常の労働者への転換を推進するため、その雇用するパートタイム・有期雇用労働者につ
いて、次のいずれかの措置を講じなければなりません。

①通常の労働者を募集する場合、その募集内容を既に雇っているパートタイム・有期雇用労働者に
周知する。

②通常の労働者のポストを社内公募する場合、既に雇っているパートタイム・有期雇用労働者にも応
募機会を与える。

③パートタイム・有期雇用労働者が通常の労働者へ転換するための試験制度を設けるなど、転換制度
を導入する。

④その他通常の労働者への転換を推進するための措置を講ずる。
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